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■ 当行は、平成22年9月中間期および平成23年9月中間期の中間連結財務諸表ならびに中間財務諸表について、金融商品取
引法第193条の2第1項の規定に基づき太陽ASG有限責任監査法人の中間監査・監査証明を受けております。

目次

本 店 所 在 地 · · · · · · · 鳥取市永楽温泉町171番地

前身銀行設立 · · · · · · · 大正10年12月15日

創 立 · · · · · · · 昭和24年10月1日

資 本 金 · · · · · · · 90億円

店 舗 数 · · · · · · · 71ヵ店：県内59ヵ店、県外12ヵ店
（その他2代理店、1事務所）

従 業 員 数 · · · · · · · 735人

総 資 産 · · · · · · · 8,855億円

預 金 · · · · · · · 8,220億円

貸 出 金 · · · · · · · 6,239億円
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（2） 銀行または連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関
する事項

（保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳）
（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
クレジット・デフォルト・スワップ 354 －
ローン、クレジット債権 － －
リース料債権 － －
ファンドに含まれるもの 2 －
合　　　計 357 －

（注） 1. 自己資本控除となる資産（平成22年9月末357百万円）を含みます。
 2.本項目につきましては、単体と連結グループが同じ計数です。

（ 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分
ごとの残高及び所要自己資本の額）

（単位：百万円）
平成22年9月末 平成23年9月末

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本
20% － － － －
50% － － － －
100% － － － －
350% － － － －

自己資本控除 357 357 － －
合　計 357 357 － －

（注） 本項目につきましては、単体と連結グループが同じ計数です。

（ 自己資本比率告示第二百四十七条の規定により自己資本から控除した証
券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内訳）

（単位：百万円）
平成22年9月末 平成23年9月末

クレジット・デフォルト・スワップ 354 －
ファンドに含まれるもの 2 －
合　　　計 357 －

（注） 本項目につきましては、単体と連結グループが同じ計数です。

（ 自己資本比率告示附則第十五条の適用により算出される信用リスク･ア
セットの額）
 （平成22年9月末）
  単体・連結グループとも該当ありません。
 （平成23年9月末）
  単体・連結グループとも該当ありません。

8. 銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに
関する事項

（1） 中間（連結）貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る中間
（連結）貸借対照表計上額

（ 上場している出資等又は株式等エクスポージャー及びそれ以外の出資等
又は株式等エクスポージャー）

（単位：百万円）
平成22年9月末 平成23年9月末

中間（連結）
貸借対照表計上額 時価 中間（連結）

貸借対照表計上額 時価

上場している出資等又は株式等エクスポー
ジャーの中間（連結）貸借対照表計上額 5,751 7,905 
上記に該当しない出資等又は株式等エクス
ポージャーの中間（連結）貸借対照表計上額 1,715 1,760 
合 計 7,466 7,466 9,665 9,665 
（注） 1.上場投資信託については株式等エクスポージャーに含めております。
 2. 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）については、記載を省略してお

ります。
 3.  連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結

グループが同じ計数です。

（子会社・関連会社株式の中間貸借対照表計上額等）
（単位：百万円）

中間貸借対照表計上額
平成22年9月末 平成23年9月末

子 会 社 ・ 子 法 人 等 88 88 
関 連 法 人 等 184 184 
合 　 計 272 272 
（注）  連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結グ

ループが同じ計数です。

（2）出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

中間（連結）貸借対照表計上額
平成22年9月期 平成23年9月期

売 却 損 益 額 9 －
償 却 額 128 117
（注）  連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結グ

ループが同じ計数です。

（3） 中間（連結）貸借対照表で認識され、かつ、中間（連結）損益計算書
で認識されない評価損益の額

（単位：百万円）
平成22年9月期 平成23年9月期

評 価 損 益 額 △3,117 △3,795
（注）  連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結グ

ループが同じ計数です。

（4） 中間（連結）貸借対照表及び中間（連結）損益計算書で認識されない評
価損益の額

 （平成22年9月期）
  単体・連結グループとも該当ありません。
 （平成23年9月期）
  単体・連結グループとも該当ありません。

9. 銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使
用した金利ショックに対する損益又は経済価値の増減額

（単位：百万円）

区分
平成22年9月末 平成23年9月末
金利リスク量 金利リスク量
預貸その他 有価証券 預貸その他 有価証券

運用 △11,700 △7,478 △4,222 △6,113 △4,230 △1,883
調達 5,372 5,372 － 3,816 3,816 －
金融派生 997 997 － 443 443 －
総金利リスク量 △5,331 △1,854

（注） 1. 連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結
グループが同じ計数です。

 2. 保有期間6ヶ月、観測期間5年で計測した99パーセンタイル値

（ アウトライヤー基準に基づく標準的金利ショックによって計算される経
済価値の増減額）

（単位：百万円）

区分
平成22年9月末 平成23年9月末
金利リスク量 金利リスク量
預貸その他 有価証券 預貸その他 有価証券

運用 △16,546 △10,575 △5,971 △8,645 △5,982 △2,663
調達 7,596 7,596 － 5,396 5,396 －
金融派生 1,410 1,410 － 627 627 －
総金利リスク量 △7,540 △2,622

（注） 保有期間1年、観測期間5年で計測した99パーセンタイル値

平成22年9月末 平成23年9月末
アウトライヤー比率 14.12% 4.86%
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平素より私ども鳥取銀行に対しまして格別のお引立てを賜り、厚く御礼申し上げます。当行は昭和24年の創立以来、
鳥取県に本店を置く唯一の地方銀行として地域経済の発展とともに成長し、今日の基盤を築き上げてまいりました。こ
れも皆さま方の温かいご支援のたまものと深く感謝しております。
このたび平成23年度中間決算の内容等について詳しくご紹介する「鳥取銀行2011年9月期　中間期ディスクロー
ジャー誌」を作成いたしました。ご高覧のうえ、当行へのご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。
当行では、平成21年4月から取り組んでまいりました「中期経営計画21-23」の最終年度を迎えております。預金を
中心とした総預かり資産残高１兆円到達を目前に見据えるなか、地域金融の円滑化に向けた金融仲介機能や経営改善
支援・成長分野育成のためのコンサルティング機能をこれまで以上に発揮することにより、「地域経済の発展に貢献し、
地域と共に成長する真の地域金融機関」を目指してまいります。
皆さま方におかれましても、今後ともより一層のご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成24年1月
 取締役頭取 宮﨑 正彦

ごあいさつ

目 指 す 姿
『地域経済の発展に貢献し、地域と共に成長する真の地域金融機関』

中期経営計画 21-23  ＜計画期間：平成21年4月～平成24年3月＞

行員のレベル底上げと
スペシャリスト人財の育成により

自ら工夫・行動する組織風土を醸成
●キャリア形成の推進
●明るく活気に満ちた組織風土の醸成
●本部スリム化による営業人員の重点配置

内部管理態勢の充実や
適切なリスクコントロールにより

強靱かつ適切な経営管理態勢を維持・整備
●高いコンプライアンス意識の醸成
●リスク管理態勢の高度化
●事務の品質向上・効率化
●次期システムへの対応

基本的なビジネスモデル

現場営業力変革によるベース収益力強化
─現場主義の徹底（お客さま第一主義）─

●中小企業融資の積極推進
●法人営業力・取引基盤の強化
●取引先サポート業務の積極推進

●資産運用・保障性保険ビジネスの強化・推進
●消費者ローンの拡販、住宅ローンの獲得推進
●顧客取引基盤の拡大

営業戦略

中小企業向け融資業務／地域情報活用業務／金融商品販売業務／
消費者ローン・住宅ローン業務／個人預金・法人預金業務

注 力 分 野

個人戦略法人戦略

お客さまとの接点・信頼関係を再強化したうえで、本業である伝統的銀行業務に注力し、
主要営業地域の深堀りにより地域内シェアの拡大を図る

人財戦略 管理戦略
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